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自治体監査の実態とその課題
The Actual Circumstances 
and The Problems 
of Local Government Auditing in Japan
丹　波　勇　気
　　In recent years, debate concerning local autonomy has focused on the 
issue of local government auditing.  The purpose of this paper is to clarify 
the actual situation and the issues involved in local government auditing in 
Japan.  I have utilized previous research, verbal surveys and the records of 
the deliberations of the survey commission on the local government system.
　　My ﬁndings are as follows: 1) The quality of auditing varies 
considerably among the local governments investigated.  That trend was 
especially evident in the verbal surveys done.  2) The second point is that 
deﬁciencies still remain in the auditing systems of local governments.  
Speciﬁcally, systemic and practical problems are inherent in the system.  
3) Local government audits lack organizational structure and internal 
control.  I was unable to rigorously show this point in this paper, however, 
and so I am using intuitive speculation at this point.  4) There was a 
gap in understanding between the researchers and those responsible for 
local government auditing.  This was particularly evident in that unlike 
the actual auditors, the researchers tended to ignore the practical side of 
auditing.
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1　自治体監査のどこに課題があるか
1. 1　夕張ショックと自治体監査の制度運営上の課題
　平成 18年、夕張市は財政再建団体入りを表明した。夕張市が破綻した主
な原因は一時借入金制度等を悪用した会計処理を行ったことで赤字を隠し続
けたことにあると北海道庁は判断している。当時のマスコミは中田鉄治元市
長の強引な政治手法が不適切な会計処理の原因であるとばかり報じている
が、監査がその不適切な会計処理に対して無力であったことも見過ごすこと
はできない。
　北海道庁が平成 18年に行った夕張市の財政運営に関する調査では夕張市
の財務処理手法について「夕張市においては、予算上、一般系会計から他会
計に繰り出すべき予算を貸付金として措置するなどをし、一般会計と他会計
間で出納整理期間中に次年度の他会計から当該年度の一般会計に償還する、
年度をまたがる会計間の貸し付けが行われてきた」1) と説明されている。簡単
に言えば会計間の赤字飛ばしの手段として一時借入金を利用したのである。
　この説明をさらに補足すると、夕張市は歳出における諸収入のほとんどは
貸付金の回収金であった。例えば平成 16年度の夕張市の決算カードを見る
と諸収入が 100億円近くあり、そのうち回収金 93億円とその他 7億円とい
う内容であった。この回収金は他会計の資金不足を補うため出納整理期間内
1)　北海道企画振興部（2006）1頁
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に借りた一般会計の貸付金の返済額であり、夕張の場合、他会計の借入金は
翌年の他会計が償還するという形になっていた。2) しかし当然ながら翌年償還
はできないので、翌年の資金不足分と今年の償還額を合わせた額をまた一般
会計から借りる。このような他会計への貸付金の財源として一時借入金が使
われ、当該年度の歳入（諸収入）として計上していたのである。
　一時借入金は本来会計年度内に、歳計現金が不足した場合の資金繰りのた
めの借入金で返済が 5月 31日、つまり、出納閉鎖日までに行われるもので
ある。通常は職員のボーナスの支払い等における不足といったケースで使わ
れている。あくまでも時期的なずれを調整するため認められているものであ
り、決して特別会計の財源になることはなく、夕張市のような使い方をする
ことは本来の一時借入金の趣旨から逸脱している。このような会計操作を続
けることで夕張市の隠し続けていた赤字は 300億円も累積することとなった
のである。3)
　夕張市の監査委員の責任は一時借入金の運用が明らかに異常であるにも関
わらず、諸収入の審査や一時借入金の返済状況についての検証といったもの
が十分に行われなかったことが指摘される。ただし夕張市の会計処理手法は
議会が定めた限度額の範囲で行われた上に、法令的に必ずしも違法と見なさ
れないため法的責任について追及することは極めて難しい。
　しかし通常、一時借入金は通常例月出納検査において残高証明を照会して
増減を確認するべきものであるが、夕張市の監査委員が厳格に例月出納検査
を行っていれば、一時借入金の異常な増加を確認できるはずであろう。夕張
市の会計処理は完全には違法とは言えないため指摘事項や指導事項にはでき
ないが、監査委員は決算書の意見書等で一借入金の異常な数値を指摘した上
で、どのように返済しているのかという旨の意見を表明することもできたの
である。夕張市の監査委員は法的責任にまで言及されないとはいえ、監査委
員の行うべき業務を怠った点については重大な過失があったものと考えられ
2)　小西（2007）18頁
3)　一時借入金の借入限度額は地方自治法第 235条の 3第 2項において議会によって定めなけ
ればならず、夕張市では 300億円が限度額に設定されていた。
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る。
　夕張市議会の責任は一時借入金が増加していたにも関わらず、提出された
決算を認定したこと、300億円という一時借入金の限度額を設定したことに
あると思われる。またどこから見ても一時借入金の運用が異常であることは
わかるはずであるのにも関わらず市議会本会議、決算特別委員会ではまった
く取り上げられることはなかった点にも過失があると考えられる。
　このように夕張市監査委員や議会になんらかの責任が問われることは明ら
かであるが、一方で夕張市の事件は自治体監査の制度的課題に注目を集める
結果となった。特に夕張市の事件に関連付けられる制度的課題は 2つある。
　第一に当時地方財政健全化法の旧法である地方財政再建促進特別措置法で
は再建団体の指標として実質赤字比率のみを設定していた点が挙げられる。
実質赤字比率の対象は普通会計のみを対象としており、特別会計や一部事務
組合・外郭団体といった他会計については対象とはされていない。それまで
はこの制度の欠陥により他会計にまたがった不適切な財務処理手法が発覚さ
れにくいものとなっていたのである。これ以降は地方財政健全化法施行で連
結実質赤字比率、将来負担率が追加されることとなった。
　第二に小規模団体の監査について制度的フォローがまったくなされていな
い点である。市の水準での小規模団体では監査委員事務局が併設であり、町
村規模では設置が義務付けられていないため、事務局すら設置されていない
場合がある。また人員的にも規模が小さくなればなるほど、監査を担当する
職員が十分に配置できていない。自治体監査では制度的には監査委員が行い、
監査委員事務局の職員はあくまでも補助を行うものであるとされている。し
かし実務的には職員が主な監査業務を行うので、監査体制が十分でない場合、
監査の質が著しく低下してしまう恐れがある。
　
1. 2　自治体監査の問題点に対する諸説
　さて、夕張事件では上記のような自治体監査の制度的課題が明らかにされ
ることとなった。しかしそれらは課題の一部であって、他にも様々な問題点
が内在している。本節では自治体監査における先行研究においてどのように
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指摘されているのかを明らかにしたい。特に監査委員制度の問題、監査委員
事務局の問題、監査基準の問題については多くの識者が共通して指摘してい
る事項であった。
　まず初めに監査委員制度の問題として挙げられるのは監査委員の首長選任
制である。現在の地方自治法では自治体の監査委員は首長が議会の同意の下
で選任を行っている。議会の同意が必要な理由としては議会がある程度のコ
ントロールを行うことで恣意的な人事を防ぐことを意図していると思われ
る。しかし、議会によっては首長が与党側であり、実際は議会の同意という
ものが何の効力を果たしていない場合がある。碓井（2006）はこの選任方式
は議会の健全性存している一面があるとしている。4) このような指摘に対して
第 29次地方制度調査会では首長選任から議会選任、公選にすべきではない
かという意見があった。しかし公選制については結局与党側が選んだ監査委
員が選ばれることで、結局首長専任制と同じ結果になってしまうという反論
意見がある。
 　監査委員制度は選任方法もさることながら、監査委員そのものにも問題
が内在している。監査委員のうち、議選委員は議員の中で選ばれる監査委員
であるが、専門性や独立性の観点で問題があると指摘されている。専門性に
ついて隈田（1996）は「任期に対する実態調査では識見委員に比べ短期間に
委員を交替するケースが多いとされているが、議選委員の場合には必ずしも
財務管理や経営管理等の専門家が選出されるという保証はない。したがって
高度な専門性と相当な実務経験が必要な監査においてこうした短期の交替は
専門性の面で重大な問題を孕んでいる。」としている。5)
　また独立性についても与党会派の意向で首長の言いなりになってしまう危
険性がある。他にも自治体監査は歳出予算である議会費についても監査を
行っているが、議会について議選委員が監査を行うというのは、議会側の人
間が議会を監査するという制度的矛盾が発生することにもなる。6) このような
4)　碓井（2006）6頁
5)　隅田（1996）46頁
6)　吉見（1998）84頁
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独立性、専門性の観点から議選委員の必要性はたびたび疑問視されている。
そもそも議選委員が生まれた経緯は戦後まもない頃、見識を持った人物が限
られている状況であったため、議員を監査委員にせざるを得なかったという
背景があった。しかし現代と戦後ではまったく時代背景が違うことから議選
委員が今でも必要であるという根拠にはならない。
　地方制度調査会では幾度か議選委員の廃止を提案しているが、多くの反発
を受けている。この背景としては議選任になった議員は通常より給与が加算
されることや将来首長へのステップとなるといったメリットが消失すること
に対する抵抗であるという見方もある。また識見委員についても多くが元自
治体 OBである点について言及されている。その理由は当該自治体の OB職
員であった場合、なれあい監査、天下り人事が行われやすいというものであっ
た。このような批判を受け地方自治法の改正によって OB職員が 1人に制限
されている。しかし自治体 OB職員は豊富な実務経験を有し、自治体監査に
精通しているので、専門性の観点から見ると OB職員の排除が有益なもので
あるのかは極めて疑わしい。
　次に監査委員事務局についてであるが、特に問題とされている事例として
は短期間の異動が多く、専任職員が少ないという実態が挙げられる。短期間
の異動は専門性、独立性両方について問題が起きる危険性があり、専門性に
ついて見れば自治体会計全体の知識や監査の手法を理解するには数年間の研
修が必要とされ、短期間の異動が行われた場合研修もままならない中で監査
を行わなければならなくなり、専門性は低いものとなってしまう。独立性に
ついて醍醐（2000）は「現行の事務局体制では専任、兼任を問わず事務局職
員は監査対象の執行機関を 2～ 3年で異動する職員であって、経過的に事務
局に配置されたにとどまる。こうした状況において当該職員が精神的独立性
を確保できるかどうか疑義を招いてもやむを得ない。」7) と精神的独立性が損
なわれると述べている。他の事例としては専任職員が絶対的に少なく、監査
委員事務局の設置すらできていない自治体が多く存在しているという実態で
7)　鈴木（2005）40頁
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ある。
　隈田（1996）は「24次地制調の専門小委員会の資料によれば特に事務局
を設置できない町村の場合 1～ 2名で大半がほかの部局と併任となっている。
しかし監査範囲・対象は多岐にわたっており少数の専任職員によっては十分
な監査を実施することは困難である。特に専任職員を置かない町村の場合は
一般に行政事務を処理する職員が監査事務も併任するわけであるから自己監
査となる可能性が高く公正で合理的かつ効率的な行政運営を保証することは
困難である。」と述べている。8)
　これはすなわち併任職員が多いと自分のいた部局を監査する場合、自分を
自分で監査することになるので監査の本来の趣旨を考えれば極めて問題だと
いうことである。他にも、別の業務をやりながら監査業務を行うことになる
ので質の低い監査がされてしまうだろう。また監査委員事務局が併設であっ
た場合、スケジュール的に監査を行うことが難しくなる場合もある。例えば
選挙管理委員会と併設の監査委員事務局では、監査のピークに選挙が行われ
た場合、事務局職員は選挙の作業と並行して監査を行う必要がある。
　監査委員事務局の専門性の部分は現在でも改善されていない。監査委員事
務局職員がどのように専門性を高めていくのかといった明確な規定は存在し
ていないため、多くの自治体では同じ県の自治体との集合研修の実施やベテ
ランの職員が実務をさせながら指導する内部研修と民間の外部研修に参加さ
せるなどの方法で独自に専門性を高めている。
　しかし何らかの研修に関する規定を作ることは至極難しい問題である。な
ぜなら自治体監査は民間会計の知識だけでは足りず、工事監査や出資団体監
査では各種法律や専門的理解も必要となってくる。また自治体の会計ではこ
こが操作されやすいとか、どのように赤字飛ばしのような会計処理をするの
かといったことも経験則的知識も必要である。このような知識は民間会計で
は理解することはできず、また自治体によって大きく偏っているので、公会
計に長く携わっている職員が指導しなければ理解することはできない。この
8)　隅田（1996）46頁
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ような実態から研修規定の明確化よりも知識の引き出し、一種のナレッジマ
ネジメントの構築が必要であるという意見がある。例えば専門性を高める
方法として実務的な例では監査マニュアルを作成する方法がある。しかしマ
ニュアルとして例月現金出納検査等については比較的作成しやすいが、定期
監査のように年単位でローテーションを作らければならないほど業務が膨大
な監査についてその作成は難しい。
　専門性についてこのように議論がされている一方、監査委員事務局の独立
性についても問題が指摘されている。この場合の独立性とは自治体内部にお
ける他部局からの独立性である。実態として監査委員事務局の人事は、市長
部局からの出向が多く、人事権は市長部局や人事課が持っている状況である。
そのため監査委員事務局の人数構成や人事的な意向がくみ取りにくく、独立
性が保たれているとは言いがたい。
　これらの問題が特に深刻であるのは小規模団体である。体制的な問題で監
査の質が低くなりやすい点は前述した通りであるが、専門性についても費用
的に外部研修は難しく、監査事務局内の人員的に内部研修も難しい状況であ
る。しかし現実的にいきなり人員を増やすことも難しいのでこのような人員
配置には何らかの措置が必要となってくるであろう。そのため地方制度調査
会では他団体との共同設置によって人員配置を解決するという意見が出され
ている。しかし共同設置はより監査に関する費用を多く必要とするため、こ
の費用問題を解決しなければならない。方法としては国が何らかの機構を立
ち上げ国税で運営するか、地方自治体が共同で監査機構を作って共同で資金
調達を行うといったものが考えられる。共同設置を考える場合このような問
題をどうするかがカギとなる。
　最後に挙げる自治体監査の問題点としては未だに日本の自治体監査には統
一された監査基準が存在していないことである。そもそも監査基準とは池
田（2006）の定義によると監査実務の中に慣習として発達したもののなかか
ら一般に公正妥当と認められたところを帰納要約した原則である。9) 民間会計
9) 　池田（2000）45頁
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の監査基準は会計基準という名前で存在している。民間の監査法人はこの会
計基準に基づいた会計監査を行っている。またその会計基準には企業会計原
則、原価計算基準、連結財務諸表規則といったものがある。民間における会
計基準とは高田（1991）の定義によれば財務諸表の信頼性を高め、利害関係
者を保護するために財務諸表作成のよりどころとして社会性を帯びた基準で
ある。10) 利害関係者とは株式会社を例にすると企業の株主や債権者のことで
ある。株式会社の場合仮に粉飾された決算書が見つかってしまえば損害をこ
うむるのは会社だけでなく株主や債権者といった利害関係者である。そのた
め彼らを保護するためには財務諸表が適正であることを保証する必要がある
だろう。会計基準はその保証をする上で必要とされている。
　民間はそのような会計基準を順守している一方で、自治体ではそういった
統一された監査基準を持っていない。種々の法令（地方自治法、地方財政法、
地方公営企業法）の中に会計基準が組み込まれているのみである。監査を含
めた自治体の業務は住民の税金から運営されていることから、住民という利
害関係者を保護するために監査基準の設定は必要不可欠であろう。
　昭和 37年の地方財務会計制度調査会の地方財務会計制度の改正に関する
答申では「監査委員の監査責任を明確にするとともに、監査委員の意見がど
のような手続きと根拠に基づいて形成されなければならないかを定めた監査
基準を設定し、監査手続きを明確にするものとする」と監査基準の必要性を
指摘しているにも関わらず、今現在でも自治体監査に監査基準が設けられて
はいない。11) ただし、都道府県監査委員協議会連合会、全国都市監査委員会、
全国町村監査委員協議会がそれぞれ「監査基準準則（以降監査準則とする）」
という監査基準を設定し、市町村はそれらを参考にして独自の監査基準を作
成している。また監査基準が設定されていない場合、この準則に基づいて監
査を行っている場合もある。この監査準則が自治体における監査基準である
とみなすこともできるであろう。しかし、この監査準則は統一されたもので
はなく監査基準とは大きく違っている上に、この基準を絶対に遵守しなけれ
10)　高田（1991）114頁
11)　池田（2000）47頁
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ばならないという法律もないためこういった監査準則を設定してない自治体
が多い。古い例では吉見（1997）の調査によると当時市町村の 62.9%が監査
準則を設定していないという状況であった。12)
　そもそも監査の目的とは財務諸表の合規性や正確性を保証するものであ
る。しかしこの監査の目的は公会計、民間会計では微妙に違っている。例え
ば会計検査院の場合、監査した範囲において適正であることを保証すること
を目的にしている。また企業監査の場合、全体が正しいかどうか必要な監査
をした上で一定の水準で適正であることを保証することを目的としている。
自治体監査の場合はやや会計検査院と同じ監査した範囲での適正さを保証す
ることが目的であると考えられる。また行政監査、つまり効率的に行政が行
われているかという効率性を確認する目的も持っている。しかし民間と監査
の目的が違っているとしても、この目的を達成するには統一した監査基準に
よってどの範囲を行うことでその適正さが保障されるのかが明らかにされな
ければならない。現状の監査準則は民間の会計基準のような保証水準を明ら
かにしてはいない上に、統一されたものではないので自治体ごとに実施手続
きや報告内容に大きなばらつきが生まれてしまっている。本来の自治体監査
基準は一つに統一された上で自治体独自に基準を盛り込んでいくという形が
望ましいであろう。
　ただし、上記のような監査基準があったとしても実際の運用や経験年数の
浅い職員のためのマニュアルが必要であろうし、監査基準の内容についても
会計監査におけるリスクアプローチ等の記述が古いものもあるので一概に上
記の基準さえあればよいとは言えない。また独自性についても悪い意味での
独自性、つまり都合の良い監査基準になってしまう場合であるのでそれにつ
いても一概に独自性が望ましいとも言えないだろう。
　海外では自治体監査の基準がどうなっているのであろうか。今回はアメリ
カとイギリスの両国について紹介してみると、イギリスでは監査人が採用す
べき基準、手続き及び方法に関しての実務が収められたコードというものに
12)　吉見（1997）101頁
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従って監査を行っている。またこのコードは両院の決議による承認を得るこ
とで発行するというシステムを取っている。アメリカでは独立監査人がアメ
リカ公認会計士協会の一般に認められた政府監査基準（GAAS）及び会計検
査院の政府の組織、計画、活動及び機能の監査に関する基準（GAAS）に従っ
て自治体監査が行われている。13) アメリカやイギリスでは日本の自治体監査
と違ってこのような統一された監査基準を持っていることがわかる。
　このように自治体監査基準は監査の本来の目的、海外の自治体監査制度に
鑑みれば、必要なものであるということが認識される。また今の監査準則の
状況ではとても自治体監査の目的を果たすことは極めて難しい。
1. 3　自治体監査の現状－第 29次地方制度調査会における議論－
　今後の自治体監査の動向を知る上第 29次地方制度調査会の議論は看過で
きないものである。第 29次地方制度調査会は平成 19年 7月 3日から平成 21
年 6月 16日にわたって 4回の総会と 28回の専門小委員会が開かれた。また
第 5回から第 10回の専門小委員会では監査制度の充実、強化について議論
がされている。最終日に提出された今後の基礎自治体及び監査・議会制度の
あり方に関する答申ではその議論が反映された内容となっている。ここでは
現状の自治体監査について地方制度調査会の議論から国がどのように認識し
ているのかを明らかにする。
　地方制度調査会で特に議論されたのは、議選の監査委員の廃止・監査委員
の公選制・小規模団体での監査事務局の共同設置についてである。議選委員
の廃止については前述したように、議選委員は専門性と独立性の問題がある
ことに加えて議会の予算執行を監査するとなると議員が議会を監査すること
は大きな矛盾であることから問題視されている。専門小委員会はこのような
理由から廃止すべきであるという意見があがっていたが、それに対する反論
もされている。
　 第 10回の専門小委員会では住民の代表である議員が監査することは行政
13)　隅田（1996）51-53頁
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にプレッシャーを与えられる、出資法人のように市がなかなか調査しにくい
ものについて監査ができるといったメリットがあるという理由から議選委員
は必要であるという意見が出されている。監査委員の公選制については被監
査側の責任者が監査を行う人間を選ぶというのは独立性の観点から見て問題
があると指摘されている。専門小委員会ではこの意見に対して仮に公選制に
したとしても与党会派が大多数の場合、結局のところ与党会派の首長に都合
のよい監査委員が選ばれてしまうと反論している。
　監査委事務局の共同設置についてはそもそも監査事務局の設置状況が議論
にあがった際、小規模団体において設置状況が低調であったことから提案さ
れたものである。第 10回の専門小委員会では町村部で事務局の設置率が 30
数 %であることが指摘されている。しかし、町村部では予算の面で単独で
設置することが可能ではないことから共同設置が提案されている。
　地方制度調査会でこれらの議論が議題に上がった理由としては、今回の地
方制度調査会のテーマが「監査の充実、強化」であり、専門性と独立性を補
うことで充実強化されると考えられたからである。確かに監査側の独立性と
専門性は重要であり、監査の質を決定する要因の一つであることは事実であ
る。
　しかし、独立性について見れば自治体に対する独立性と各部局に対する独
立性を混同しているような議論になっている。委員の自治体の監査の実務的
な理解が非常に乏しく、民間の会計監査と混同していることがその要員であ
ると思われる。
　専門性についても外部の研修や会計知識のみに意見が集中し、内部研修に
ついて触れられていない。これについても監査の専門性がどのように保たれ
ているかという実態を全く無視している。また、各監査における実務的問題
についても議論に挙がることは一度もなかった。地方制度調査会の議論は議
選委員の廃止や監査事務局の共同設置、中規模以下での外部監査の義務付け
などの専門性や独立性を高める施策が提言されたことは評価に値するであろ
う。しかしながら実際自治体で監査がどのような手続きで行われ、どのよう
な課題を抱えているのかといった実務的議論を無視した議論であったことも
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また事実である。
1. 4　自治体監査の実態－実務と研究のギャップ－
　これらの先行研究から、自治体監査制度は制度そのものの課題もさること
ながら、実際の運用に当たってはさまざまな技術的な課題に直面しているこ
とが読み取れるだろう。確かに健全化法や包括外部監査は自治体監査の欠点
を補う一定の効果が認められるものの、より自治体監査の制度的課題と実務
的課題を浮き彫りにする結果となってしまった。改善が遅れている理由は研
究者と実務者との間に大きな認識のギャップが存在していることにある。第
29次地方制度調査会の議論からもわかるように、自治体監査について独立性
や専門性という上辺だけの議論に終始し、根本的な実務的問題がまったく理
解されていない。以降は自治体に対する聞き取り調査によって自治体監査の
課題や実務的な課題がどれほど自治体監査の質に影響を与えるものなのか、
そしてまたその実態と制度を構築、研究する側の認識にどれほど乖離が生じ
ているのかを明らかにする。
2　自治体監査に関する聞き取り調査の結果と内容
2. 1　調査の目的と方法
　上記のように自治体監査制度には多くの制度的課題や実務的課題が存在
し、また制度を構築、研究する側と運用している側とで大きなギャップが生
じている。そこで本調査は監査体制や監査業務の側面から見た自治体間での
監査の質の差を分析し、自治体監査制度の制度的課題や実務的課題がその質
の差にどれほど実態的に影響を与えているのかを明らかにすることを目的に
している。
　調査方法は 7市について作成した質問票に基づいて、平成 21年 10月 28
日から平成 22年 3月 17日の約 5ヵ月間に渡り、各市の監査委員事務局にお
いて現地での聞き取り調査を行った。なお団体名については非公開にした上
で調査結果を公表する。
　
162
経済学研究 41号
2. 2　質問票の概要
　質問票の質問は大きく 3つに区分される。第一に監査基準の設定について、
第二に監査体制について、第三に各監査及び業務内容についてである。第一
については監査基準が設定され、内容が充実しているかどうかについての質
問である。この質問は調査結果対照表の問Ⅰにあたる。第二については適正
に監査業務が行うことができるような体制であることが質問である。この質
問は問Ⅱにあたる。第三については主に一般会計に係る財務監査のうち、法
で定められているものについてそれぞれ基準とする精度まで行われ、なおか
つ各監査の相互補完関係によってシステマティックに機能しているかどうか
についての質問である。この対象となる監査は例月出納検査、定期監査、決
算審査、財政健全化判断比率審査である。それぞれの監査の質問は問Ⅲ、Ⅳ、
Ⅴ、Ⅵにあたる。また相互補完に関する質問は問Ⅶにあたる。また質問票に
は自由記述問題と選択肢問題の 2種類の問題に分けられる。
　自由記述問題は回答すると想定しうる選択肢を設定することが難しく、選
択肢問題から自由記述に変更した問題である。選択肢問題と違って団体同士
を比較するのではなく、自治体での実態的な取り組みを把握することが主た
る目的である。
　選択肢問題は様々な観点から監査の質の差を明らかにすることが主たる目
的である。また質の差を明確にするために質の高い監査を行っていると十分
に認められる基準となる選択肢、つまりベストの回答を設定している。
　
2. 3　各質問の概要とその意図
　問 I‒1では監査基準の有無について質問している。また選択肢の中では監
査基準を設けているという回答が望ましいと思われる。なぜなら質の高い監
査には監査基準が必要不可欠であると考えられるからである。問 I‒2以降は
監査基準の内容の質に関する問題であり、問 I‒2は監査基準の公開状況につ
いて質問している。また選択肢の中では監査基準をホームページや例規集な
どの形で公開しているという回答が望ましいと思われる。民間会計では監査
基準は誰もが閲覧できるものであるからして、自治体監査においても自発的
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に公開されるべきであると考えられる。また自治体監査は公費を費やすもの
なので、住民にはどのように監査を行っているかを知らせる上で監査基準の
公開は必要であろう。問 I‒3は設定されている監査基準が、全国都市監査委
員会が定めた都市監査基準準則に沿ったものかであるかについて質問してい
る。また選択肢の中では同準則に基づきながらも、同準則以上に充実した内
容であるという回答が望ましいと思われる。基準の内容については単に都市
監査基準準則を映しているだけでは不十分である。理由は都市監査基準準則
自体が民間の監査基準と比べると内容が不十分なものだからである。よって
都市監査基準準則の上にそれぞれ自治体独自の要素を盛り込んでいくという
ことが理想であると考えられる。問 I‒4は監査基準がどのような形態で定め
られているかについて質問している。また選択肢の中では規則・規定等で定
めているという回答が望ましいと思われる。なぜなら問 1-2について述べた
ように監査基準は公開することが望ましいので、自治体においては原則公開
することが定められている規則規定で定めるべきであると考えられる。
　問 II‒1は監査委員事務局の専門性を具体的にどのように担保しているか
を明らかにする自由記述問題である。特に本問題では監査委員ではなく監査
委員事務局の職員の研修についての具体的な取り組みについて注目してい
る。問 II‒2、3は監査委員事務局の体制に関する質問である。問 II‒2は監
査委員事務局が単独の事務組織なのか議会事務局などとの併設の組織なのか
について質問している。また選択肢の中では単独の事務組織であるという回
答が望ましいと思われる。次に問 II‒3は監査委員事務局職員のうち他部局
との兼務職員がどの程度いるのかについて質問している。また選択肢の中で
は兼務職員がまったくいない回答が望ましいと思われる。事務局が併設また
は兼務職員が多い場合、複数の業務を行いながら監査業務を行わなければな
らず、監査の質を大きく下げてしまうであろう。問 II‒4は監査委員事務局
の監査体制の運用状況を明らかにする自由記述問題である。ここで問われて
いる運用とは質問文にあるように監査を円滑に行うためのローテーションや
業務分担、監査体制強化のための人事配置である。問 II‒5、6では代表監査
委員、議選委員の独立性を推し量る問題である。問 II‒5は代表監査委員が
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市議会本会議に常時出席しているかについて質問している。また選択肢の中
では常時出席しているという回答が望ましい。代表監査委員が出席すること
は首長からの独立性という観点から見て必要な事項であると考えられる。そ
して問 II‒6は議選委員が決算特別委員会に出席しているかについて質問し
ている。こちらは選択肢の中では議選委員が出席し、なおかつ理事者側に出
席しているという回答が望ましい。議選委員は監査に携わった側として理事
側に当然座るべきものであり、それ以外の選択肢では独立性が低いと判断せ
ざるを得ない。問 II‒7は監査委員事務局自身が独立性についてどのように
認識し、対応しているのかを明らかにする自由記述問題である。独立性につ
いては専門性と同じく研究者と実務者との間に認識の相違が多く見られるの
で非常に重要な問題である。
　問 III‒1は例月現金出納検査において一時借入金の残高証明の照合を毎月
行っているかについて質問している。また選択肢の中では 0円でも残高証明
との照合を行っている、若しくは月末時点の一時借入がないため証明を行っ
ていないという回答が望ましいと思われる。前者の根拠は 1度でも一時借入
金を利用していた場合、0円の月があっても照会をすることが厳格な例月現
金出納検査であると考えられるからだ。しかし、自治体によっては一時借入
金ではなく短期の資金不足に基金の繰替運用を行っている所もあるので後者
の回答も望ましいと思われる。問 III‒2は基金の繰替運用の内容を確認して
いるかについて質問している。また選択肢の中では確認しているという回答
が望ましい。本問題で定義づけられている基金の繰替運用の場合、首長が
必要と認めているものであっても毎月確認するべきであると考えられる。問
III‒3は預金について毎月確認しているかについて質問している。こちらも
選択肢の中では確認しているという回答が望ましい。預金は法で確認するこ
とは義務付けられているものの毎月やる義務は生じていないが、毎月行うこ
とが厳格な例月現金出納検査で必要とされるべき基準であると思われる。問
III‒4では収入伝票・支出伝票についての試査の内容について質問している。
また選択肢の中では監査委員の経験上もしくは通査の結果から、金額が多い
もしくは内容が異例であると思われる項目について抽出するという試査が一
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番望ましいと思われる。一見、両伝票とも全件を見ることが望ましく精査し
ていることが最善であると見られる。しかし実態を見れば収入伝票・支出命
令書は莫大な量の会計データであるため、物理的に難しい。また監査資源を
適切に配分することが質の高い監査であると考えれば全てのデータを確認す
ることは質が低い監査であると評価できる。むしろ監査する側がリスク等
の基準で試査を行うことが重要であると考えられる。問 III‒5は短期貸付金
に対する確認がいつ行われそれが毎月行われているのかについて質問してい
る。また選択肢の中では例月現金出納検査で毎月残高を照合しているという
回答が望ましいと思われる。某県では本来 1年で返済するべき短期貸付金を
実質長期貸付として運用する事件があった。本来短期貸付金を毎月見ていれ
ば起きえない事項であり、違法性を認知していなかったのは考えられない。
精度の高い監査を行うのであれば短期貸付金についても例月出納検査で見る
べきであり、決算審査で見るという回答はやや低い評価となるだろう。問
III‒6は例月現金出納検査で短期貸付金を確認している場合どのように確認
しているかについて質問している。また選択肢の中では貸付先の帳簿（写し
を含む）と市の帳簿を照合した上で、必要に応じてその使徒などの市への事
情聴取が行われているという回答が望ましいと思われる。帳簿の照合そのも
のは貸付金の確認をする場合必要ではあるが、帳簿上ではわからない部分に
ついて市への事情聴取がなされていなければその実態を完全に知ることは難
しいであろう。
　問 IV‒1は定期監査の関係書類、帳簿に関する試査の内容について質問し
ている。また選択肢の中では経験則と通査によって誤謬と不正の発生する頻
度の高いと判断している項目について、特定抽出しているという回答が一番
望ましいと思われる。定期監査では主に支出事務と収入事務について関係書
類を調べていくのであるが、支出命令書と収入伝票と同じくそのデータは膨
大である。また定期監査では有価証券、小口現金、備品等の監査も行わなけ
ればならないため、リスク等を勘案した試査の方法が最も効率的である。無
作為抽出の方法も選択の 1つと考えられるが収入伝票・支出命令書とは違い
関係書類・帳簿の無作為抽出は不可能に近い。現実的には選択肢にあるよう
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に試査、特定抽出（金額、月等）が行われているのが実態である。問 IV‒2
は有価証券または基金に対する有価証券の保管方法と実在性の確認の内容に
ついて質問している。また選択肢の中では金融機関による保護預かりが最適
な方法であると思われる。特に自治体が保管している有価証券、基金に対す
る有価証券は管理が疎かになりがちであるので、最も保管方法で厳重とされ
る保護扱いにするべきだと考えられる。問 IV‒3は保護預かりの場合、預り
書を確認しているかについて質問している。こちらは選択肢の中では確認し
ているという回答が望ましいと思われる。なぜなら預かり証のチェックもす
ることでより実在性の確認が厳格なものとなるからである。これは一時借入
金等で残高証明の照会が必要だとする理由と同じく、質の高い監査を行うの
であれば当然必須である。問 IV‒4は保管方法として金融機関の貸し金庫や
会計管理室、所管課の金庫、その他の方法を取っている団体に対し、現物確
認を行っているかについて質問している。また選択肢の中では定期監査もし
くは、決算審査で現物確認しているという回答が望ましいと思われる。現物
確認が望ましい根拠は保護預かり以外の方法の場合、現物確認する以外に実
在性を確認する方法がないからである。また時期については実態的に定期監
査か決算審査のどちらかで行われている場合が多いが、特段どちらでやるべ
きか格別がつかないので両方共がベストの選択肢であると判断している。問
IV‒5は釣り銭等の小口現金について実査を行っているかについて質問して
いる。また選択肢の中では実査を行っているという回答が望ましいと思われ
る。釣り銭等の現金については小額であるので質の高い監査を追求するため
には全て見るべきであると考えられる。問 IV‒6は一部実査をしていると回
答した場合どのようにして抽出しているかについて質問している。また選択
肢の中では例月現金出納検査の状況を受けて小口の一部を確認するという方
法が望ましいと思われる。なぜなら例月現金出納検査によってその年々で疑
義が生じやすい部局を予想しやすいからである。よって全ての小口現金を把
握する方法に次いで最善の方法であると考えられる。問 IV‒7は保育料、市税、
給食費等の滞納整理について監査を行う場合、どのように試査の抽出方法を
行っているかについて質問している。また選択肢の中では滞納期間が長いも
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のについて滞納額に関係なく対象にしている、もしくはそれに準ずる回答が
望ましいと思われる。滞納整理については滞納額が低くとも長期で悪質な物
は存在しており、精度の高い監査を行うとすれば滞納額以外の観点から抽出
を行うべきであると考えられる。IV‒8は消耗品の購入について、その実在
性を確認するために相手方の出荷伝票等と貴団体へ請求書の内訳若しくは納
品書と照合を行っているかについて質問している。また選択肢の中では相手
方の出荷伝票等と貴団体の請求書内訳等との照合を行い、さらに消耗品出納
簿等と現物との照合を行っているという回答が望ましいと思われる。自治体
では基本的に備品についてはほとんどの団体でチェックしている。しかし消
耗品については金額の低さからリスクが低いと見なされ行われない場合があ
るが、消耗品について架空発注等の危険性がないとは断言できないので質の
高さを求める上では検査をするべきであり、現物調査も行うことが必要であ
る。
　問 V‒1は他団体に対する補助金、負担金、委託料等の支出についてその
合規性などについての審査をいつ行っているかについて質問している。また
選択肢の中では決算審査もしくは、定期監査で確認しているという回答が望
ましいと思われる。他団体に対する支出は一般的に決算審査か定期監査で毎
年確認するべきだと考えられ、必要がある場合行う財政援助団体等監査で行
う場合、毎年行われなくなり大変問題である。問 V‒2は決算審査で確認し
ている場合のその確認の内容を問う問題であり、選択肢の中では支出負担行
為決議書、受領者の領収書等の関係書類でその合規性と積算根拠を確認し、
必要に応じて、市当局及び交付先団体に対して事情聴取を行っているという
回答が望ましいと思われる。関係書類の確認は当然行うべきであるが、書類
上ではわからない部分はヒアリングを行わなければ実態の把握をするべき
であると考えられる。問 V‒3は短期貸付金について出納整理期間を利用し
て、年度内の短期貸付金を翌年度の短期貸付金で返済するという方法で、実
質的に長期貸付金として運用しているかどうかについて質問している。また
選択肢の中では確認しているという回答が望ましい。短期貸付金については
問 III‒5でも述べたように出納整理期間を利用して実質的に長期に利用する
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場合があるので監査する必要がある。特にこの際の運用状況は時期的に決算
審査で行われるべきである。問 V‒4は V‒3で確認している場合、どの短期
貸付金について審査の対象にしているかについて質問している。また選択肢
の中ではすべての短期貸付金について審査手続を実施しているという回答が
望ましい。なぜなら漏れなくすべての短期貸付金を確認することで審査の精
度がさらに高められるからである。問 V‒5は定期監査及び決算審査に関す
る監査委員の意見形成を行うために設けられた当局に対して事情聴取や質問
を行う場（会議等）、いわゆる委員審査会について開催されているかについ
て質問している。また選択肢の中では全ての部局を対象に開催している若し
くは、監査委員が必要と認めた部局を対象に開催しているという回答が望ま
しい。委員審査会は最後の意見形成の場であり、質の高さを求める場合いか
に必要性が薄い部局であっても全ての部局を対象にすべきであると考えられ
る。しかし実態的には委員審査会で全ての部局を対象にする場合莫大な時間
を消費するため、規模によっては不可能である。それ故に両方の回答も望ま
しいと判断している。
　問Ⅵは財政健全化判断比率審査のうち、将来負担比率算定作業の内容につ
いて質問している。問 VI‒1は将来負担比率の審査で外郭団体等への損失補
償額（金融機関からの借入金に伴うもの）に関する審査の内容について質問
している。また選択肢の中では損失補償を行った団体すべての損失補償債務
残高について金融機関の残高証明書との照合を行っているという回答が望ま
しいと思われる。財務監査は内部の公金だけでなく、自治体財務に関わる外
郭団体等への損失補償、債務保証、短期貸付金をはじめとする外部との公金
のやりとりについても監査を行わなければならない。特に損失補償や債務保
証は財政健全化判断比率審査で単なる数値計算だけでなく、その残高につい
ても細かく検証されるべきであると考えられる。問 VI‒2は問 VI‒1で一定
の基準に該当する団体について、損失補償債務残高を、金融機関の残高証明
書と照合を行っていると回答した場合、その基準の内容について質問してい
る。また選択肢の中では損失補償額を基準にしているという回答が望ましい
と思われる。なぜなら損失補償はその額の大きさによって誤謬のリスクが高
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いと考えられるからである。問 VI‒3は土地開発公社に対しての債務保証額
残高を、金融機関の債務残高証明等と照合しているかについて質問している。
また選択肢の中では将来負担比率審査のなかで、年一回照合しているという
回答が望ましいと思われる。その根拠は損失補償額と同じく、財務監査の役
割として債務保証額について単に指標として見るだけでなくその計数が適正
なものであるかを審査されるべきであると考えられる。
　問 VII‒1は監査業務を評価する上で種々の監査業務間の連携も重要となる
ことからどのように連携システムを構築しているかを明らかにする自由筆記
問題である。問 VII‒2、3は各監査業務缶の連携について質問している。問
VII‒2は有価証券、短期貸付、小口現金等の、どの監査で行うべきか格別が
つかない項目についてどの監査業務に割り当てるかを監査委員事務局内で調
整しているかについて質問している。また選択肢の中では監査計画の策定時
にどの監査業務に割り当てるかを決めているという回答が望ましいと思われ
る。各監査の連携が完全に取れているとすれば、仮に慣例が存在していたと
しても毎年各監査担当者の間で綿密な討議が当たり前に行われていなければ
ならないと考えられる。問 VII‒3は監査計画の策定時にどの監査業務に割り
当てるかを決めているまたは、毎年度、慣例として決まっている割り当てに
応じて監査を行っていると回答した場合その割り当てに漏れがないか確認し
ているかについて質問している。また選択肢の中では確認しているという回
答が望ましい。逆説的ではあるが、各監査担当者との連絡が取れているので
あれば、漏れがないかについても当然確認されるべきであると考えられる。
3　聞き取り調査の結果とその分析
　分析結果から 2つの傾向があることがわかった。第一に回答が規模と比例
する傾向が見られることである。つまりは監査の質に規模が大きく影響して
いるのである。第二は類似回答への集中である。これは大半の団体が同じも
しくは類似した回答に集中することである。第一の傾向は質問票を構成する
監査基準、監査体制、監査業務の 3種類全ての問題で多く見られた。監査基
準の具体例は問 1‒1である。表 1はその分析結果であるが、小規模グルー
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プで監査基準を設けている団体が皆無であった。この結果から規模との関係
があるように見える。
　しかし仮に監査基準の作成は監査資源よりも十分な会計知識が重要であ
り、規模と会計知識は結びつかないので一概に因果関係があるとは言えない
だろう。また監査基準を設定していたとしてもその内容の質、設定していな
い場合どのように監査を行っているのかを把握することなしに、監査基準の
設定さえしていれば監査の質が高いとみなすことはできない。
　監査体制の具体例は監査委員事務局が単独なのか併設なのか、専任職員と
兼務職員のどちらが多いのかを問う問 II‒2と問 II‒3である。表 2、3はそ
れぞれの回答結果である。回答結果を見ると、他の部局と併設になっている
表 1
自治体規模
小規模
グループ
（15万人未満）
中規模
グループ
（15万人以上
20万人未満）
大規模
グループ
（20万人以上）
問 I‒1
　貴市では監査基準を設けて
いますか。次の該当する番号
をご記入ください。ここでい
う監査基準には、例規集に載
せているものや、内部文書と
して作成したものなど多様な
形態が考えられますが、文書
化されたものであれば、該当
すると考えています。
② 設けていない。 3市 1市
① 設けている。 1市 2市
表 2
問 II‒2
　監査委員事務局は単独の事務組織でしょうか、議会事務局などとの併設でしょう
か。次の該当する番号をご記入ください。
① 単独の事務組織である。
② 他の部局と併設になっている。
●回答結果
①と回答　4/7
②と回答　3/7
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もしくは兼務職員が多いという回答をしたのは中規模グループと小規模グ
ループのみであった。反対に大規模団体では 2市とも単独で専任職員が多い
と回答した。この結果から一見規模と関係があるように見える。しかし中・
小規模グループも単独で専任職員が多いと回答した市がそれぞれ 1市あった
ことから一概に規模による差があるとは言い難い。
　監査業務の具体例は複数発見された。第一の例は定期監査における滞納整
理監査の抽出方法を問う問 VII‒7である。表 4の分析結果を見ると規模が小
さくなるにつれ抽出内容が単純化されている。この理由として小規模団体は
定期監査で主たる業務（支出事務、収入事務の監査等）以外まで手が回りに
くいので単純化した抽出方法を取っていると考えられる。しかし小規模自治
体では滞納そのものの件数が少ない、特定の人物が滞納している背景からそ
もそも厳密な抽出を行う必要性がなくなっている場合があり、自治体個々の
状況について十分配慮しなければならないだろう。
　第二に健全化判断比率審査における損失補償額残高の審査を問う問 VI‒1
である。表 5の分析結果を見ると中・小規模グループでは照合は行われてお
らず、小規模グループでは補完的措置を行っていない市があった。この理由
としては小規模団体の場合時間的に誓約があり残高を照合するまで手が回ら
ないということが考えられる。しかし外郭団体の損失補償額は自治体規模に
表 3
問 II‒3
　監査委員事務局職員の中に他部局との兼務職員はいますか。次の該当する番号を
ご記入ください。
① 他部局との兼務職員はまったくいない。
② 兼務職員は一部のみであり、専任職員が中心である。
③ 兼務職員が中心であり、専任職員はほとんどいない。
④ 兼務職員のみである。
●回答結果
①と回答　2/7
②と回答　2/7
③と回答　2/7
④と回答　1/7
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よって雲泥の差があり、大規模団体ではその額から確認する必要があるが、
小規模団体の場合極めて少額であり確認する必要性がない場合があるので各
団体の損失補償額について留意しなければならない。その観点から見れば大
規模グループのみ確認をしているもしくは損失補償を行っていないという回
答結果は順当なものであると思われる。
　以上から 3つの問題のうち監査業務が特に規模による影響を最も受けてい
ると結論づけられる。ただし、どの具体例も自治体個々の状況を踏まえなけ
ればならないため、全ての結果を一般化することは難しい。監査業務につい
て特に自治体規模で差が生じる原因は監査資源（費用、人員）の不足による
ものであり、一部の団体で監査業務について手が回らないのでどうしても通
常の団体よりも監査の内容に差が生じてしまう場合がある。その原因がこの
回答結果に反映されたのではないかと推測される。一方、監査体制や専門性、
表 4
自治体規模
小規模
グループ
（15万人未満）
中規模
グループ
（15万人以上
20万人未満）
大規模
グループ
（20万人以上）
問 IV‒7
保育料、市税、給食費
等の滞納整理について
監査を実施する際、試
査の抽出方法はどのよ
うにしていますか。次
の該当する番号をご記
入ください。
⑤ その他（全体的に
見ているため、上記の
ような抽出は行ってな
い。）
1市
③ 高額案件のみについ
て対象にしている。
2市
② 高額案件以外に小額
案件であっても長期の
滞納等悪質な事例は対
象にしている。・⑤その
他（滞納に対する取組
みを監査する中で、問
題のありそうな案件に
ついて対象とする。）
2市
① 滞納期間が長いも
のについては滞納額に
関係なく対象にしてい
る。・⑤ その他（件数等
によって、金額、時効
時期等を踏まえて判断
している。）
2市
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独立性については自由記述問題や上記の監査体制の具体例を見るとそれほど
差がないという結果であった。
　第二の傾向の具体例は 2分されており、一方は基準を満たす選択肢に集中
しており、もう片方は基準を満たさない不十分な選択肢に集中している。基
準とはすなわち 2.3で述べた質の高い監査の条件を満たすベストな選択肢を
指している。基準を満たしていない回答の具体例は第一に試査の実施状況が
あげられる。表 6の分析結果を見ると定期監査では一部全件調査という回答
があったものの、4/7は試査の方法が取られていた。その反面、例月現金出
納検査では団体規模関係なく、精査が多くされていた。次にクロス集計で見
ると少なくともどちらかで精査を行っている団体がほとんどであり、両方と
もで試査が行われていた団体は 1市のみであった。この結果から調査対象の
団体の中では監査業務に試査はあまり導入されていないという実態が明らか
表 5
自治体規模
小規模
グループ
（15万人未満）
中規模
グループ
（15万人以上
20万人未満）
大規模
グループ
（20万人以上）
問 VI‒1
　将来負担比率の審査
で、外郭団体等への損
失補償額（金融機関
からの借入金に伴うも
の）に関する審査手続
について、次の該当す
る番号をご記入くださ
い
③ 損失補償債務残高
は、金融機関の残高証
明書との照合をしてい
ない。
2市
④ 定期監査、財政援助
団体等監査などで十分
に外郭団体の信頼性を
担保しているので、損
失補償債務残高を、金
融機関の残高証明書と
照合していない。
1市 2市
① 損失補償を行った団
体すべての損失補償債
務残高を、金融機関の
残高証明書との照合を
行っている。⑤ 金融機
関から借入に伴う損失
補償は行っていない。
2市
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になった。
　第二の例として、健全化判断比率審査における債務保証残高に関わる審査
内容が挙げられる。表 7の分析結果を見ると問 VI‒1とは違い多くの団体が
照合を行っていないという結果であった。照合を行ってない団体と補完的措
置をとっている団体で二分されているが、どちらにしても残高まで確認する
までの必要性がないと考えられていると思われる。ただし、債務保証残高額
も損失補償額と同じく金額によってはその必要性が左右されることを配慮し
なければならない。
　基準を満たしている回答の具体例は、第一に短期貸付金に対する監査の内
容が挙げられる。表 8の分析結果を見ると、短期貸付金を確認していないと
回答した団体のうち 2市が問 III‒5では決算審査で確認していると回答して
いる。両方確認していると答えたのは 4市だったことから一見意見が二つに
表 6
問 III‒4
　例月現金出納検査で収入伝票・支出命令書について検査を
行っていますか。次の該当する番号をご記入ください。
⑥ 支出命令書
のみ精査して
いる。
⑦ 支出命令書
のみ①の試査
を行っている。
④ 精査のより
検査している。
②以外の無作
為抽出の方法
で抽出された
ものを検査し
ている。
問 IV‒1
　定期監査の
関係書類、帳
簿に関する試
査の状況はど
のようになっ
て い ま す か。
次の該当する
番号をご記入
ください。
③ その他 1市 2市
② 全体の中で
金額の高い項
目 に つ い て、
特定抽出する
試査により監
査を実施して
いる。
1市
①　経験則と
通査によって
誤謬と不正の
発生する頻度
の高いと判断
している項目
について、特
定抽出する試
査により監査
を実施してい
る。
1市 1市 1市
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割れているように見える。しかし決算審査で残高確認をすることで長期運用
がされていないかの確認の補完を行っていると考えれば 2市も両方確認して
いると言える。この仮定が正しいのであれば、多くの自治体では短期貸付金
について十分に監査されていると言えるだろう。
　第二の例は例月現金出納検査における一時借入金と基金の繰替運用の検査
表 7
人口規模
小規模
グループ
（15万人未満）
中規模
グループ
（15万人以上
20万人未満）
大規模
グループ
（20万人以上）
問Ⅵ－３
土地開発公社に対して
の債務保証額残高を、
金融機関の債務残高証
明等との照合を行って
いますか。次の該当す
る番号をご記入くださ
い。
④ 特に照合を行ってい
ない。
2市 1市
⑤ 定期監査、財政援助
団体等監査などで十分
に土地開発公社の信頼
性を担保しているので、
照合を行っていない。
1市 1市 1市
① 将来負担比率審査の
なかで、年一回照合し
ている。
1市
表 8
問 V‒3
出納整理期間を利用して、年度内の短期貸
付金を翌年度の短期貸付金で返済するとい
う方法で、実質的に長期貸付金として運用
していることがいくつかの団体で問題視さ
れており、それは当然、監査の指摘事項と
なるべきと考えます。そのような運用がさ
れているかどうかを決算審査で確認してい
ますか。次の該当する番号をご記入くださ
い。
② 確認していない。 ① 確認している。
問 III‒5
一年に満たない短期貸
付金について、金銭消
費貸借契約書等のその
残高を毎月照合してい
ますか。次の該当する
番号をご記入ください。
⑦ いずれの監査等の業
務でも正確には確認し
ていない。
１市
⑤ 決算審査で残高を照
合している。
２市 ３市
② 毎月ではないが、必
要に応じて全ての短期
貸付金について残高を
照合している。
１市
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の状況が挙げられる。表 9と 10はそれぞれの回答結果である。回答結果を
見ると、一時借入金については確認しているどころか利用している自治体す
ら少なく、その代用として基金の繰替運用が行われているがその内容につい
てはどの市も確認しているという結果であった。夕張市のように他の自治体
も厳格に例月現金出納検査を行っていないという想像は大きな間違いであ
る。
　第三に決算審査での内容が挙げられる。表 11の回答結果を見ると実態的
には他団体への支出について決算審査ではなく定期監査として位置づけられ
表 9
問 III‒1
　多くの自治体では例月現金出納検査において、長期負債残高や預金残高と金融機
関の残高証明との照合を行っておりますが、一時借入金の残高証明との照合につい
ては、本来はたいへん重要でありながら、あまりされていないといわれています（た
とえば池田昭義著『地方自治監査の実務』、ぎょうせい）。一時借入金の残高につい
て、金融機関の残高証明と照合しておられますか。次の該当する番号をご記入くだ
さい。またこの場合の金融機関とは指定金融機関、指定代理金融機関までを含めて
想定しております。
① 一時借入金の残高が 0円でも残高証明との照合をしている。
② 一時借入金が発生した月については残高証明との照合をしている。
③ 一時借入金の残高証明との照合はしていない。
④ 基金の繰替運用等で月末時点での一時借入れがないため、証明は徴していない。
●回答結果
①と回答　1/7
④と回答　6/7
表 10
問 III‒2
　例月現金出納検査で基金の繰替運用の内容について確認していますか。次の該当
する番号をご記入ください。またこの場合の繰替運用とは首長が必要と認める場合、
基金に属する現金を歳計現金に繰替えて運用することを想定しております。
① 確認している。
② 確認していない。
③ 決算審査、定期監査で確認している。
④ 基金の繰替運用はほとんど行われていないので確認していない。
●回答結果
①と回答　7/7
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ていることが多いことがわかった。この背景には多くの自治体では合規性に
ついて決算審査は計数の検証であり、支出収入事務の確認をする定期監査で
行うべきであるという共通認識があるからだと推測される。
　自治体個々の状況による留意点はあるものの規模と監査の質の比例関係は
自治体間で監査の質の格差が存在していることを裏付けている。格差の存在
は自治体監査制度における小規模団体へのフォローが不十分であることの裏
付けである。基準に比べると不十分な回答に集中している事例から見ると実
務的に見ても明らかであり、自治体監査制度には未だ多くの制度的課題、実
務的課題が内在していることを証明しているだろう。また調査結果の一部に
は研究者の一般的な前提と違った内容があったことから、自治体監査の研究
者と実務との間に認識のギャップが生じていることも考えられる。以上の結
果から今回の聞き取り調査によって自治体監査の課題や実務的課題に対する
研究者と実務者とのギャップの存在がより現実的になったと言えるだろう。
4　自治体監査の実態
　自治体監査の課題は 3つに分類される。第一に小規模団体に対する制度的
フォローであり、第二に監査の制度的充実の不十分さである。第三に監査に
対する自治体内の組織形態や内部統制の甘さである。これは本論文では明ら
かにしていないが、直感的には存在していると思われる。
　これらの制度的課題や実務的課題に対する研究者や制度の構築側の認識を
表 11
問 V‒1
　他団体に対する補助金、負担金、委託料等の支出について、決算審査でその合規
性などについて審査していますか。次の該当する番号をご記入ください。
① 審査している。
② 定期監査で行っているので決算審査では確認していない。
③ 財政援助団体等監査を実施する際に監査するので決算審査では確認していない。
●回答結果
①と回答　2/7
②と回答　5/7
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考える上で、地方制度調査会の議論の内容はその実態を知る手がかりであっ
た。規模に対する問題は地方制度調査会によって幾度も議題に上がっている
が最終的な結論が出されることはなく、制度的充実については実務的内容に
踏み込む内容ではなかった。その背景には制度を構築する側の自治体監査に
対する実務的理解が足りていないことが根底にあったように見える。
　すなわち自治体監査における真の問題は自治体監査の制度的課題や実務的
課題が依然として改善されていないことよりも実務者と制度構築する側との
認識のギャップにあるのである。実務者側の自治体監査の制度的課題、実務
的課題に対する認識は細かな監査業務、言い換えれば監査制度の中核的部分
について改善の余地があると考えている反面、制度構築側は監査業務ではな
く監査体制の独立性、専門性などのいわば監査制度の外郭部分に問題意識を
持っている。地方制度調査会の議論ではこの後者の認識が重視され、前者の
認識については軽視されているように見える。
　実務的議論の軽視は研究者側でも同じである。自治体監査制度を研究する
側、と現場の間に認識のギャップが生まれた一因には財政学が深く関わって
いる。伝統的財政学は古くから、財政における監査の役割を認識し、財政学
の重要な学問領域であった。しかし、近代の財政学では監査は軽視され、予
算制度が主に注目される潮流になっている。公会計監査を財政の一部として
認めない潮流は次第に公会計監査を会計学の領域へと押しやった。そしてそ
の結果、民間会計監査と自治体監査を混同し、また地方財政学において最も
重要な実務的議論に踏み込まず民間会計的な独立性や専門性などの上辺だけ
の議論に終始してしまっている。また地方制度調査会の議論においても監査
制度そのもの理解が欠乏しているとしか思えないような議論がたびたび行わ
れ、その傾向を顕著に示すものであった。
　根本的な監査の理解が乏しい最たる例は監査の根幹であるその目的につい
ての誤解である。包括外部監査が議論された第 25次、本稿で取り上げた第
29次地方制度調査会における監査の目的は「不正の防止、摘発」であった。
しかしこの目的は本来監査の副次的効果である。民間会計における監査の目
的は株主や顧客、債権者等の利害関係者の利益を守るためにその財務諸表の
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適正性を保証するものである。一方、自治体監査の目的は住民、納税者の利
益を守るために、決算書の合規性、計数の正確性を保証するものである。す
なわち自治体監査は決算書の作成から議会へ提出するまでの決算過程の正当
性を担保するもので、役所で行われている「行為」そのものを検査する役割
を担っていないのである。あくまでも不正の発見はその過程で偶発的に発生
するもので、極めて限定的なものである。このような監査の目的に対する誤
解は 90年代の自治体の一連の不正事件や夕張事件から発生したと思われる。
　このように自治体監査の課題が改善されない根本の原因は即ち自治体監査
における実務者と研究者との認識のギャップから生まれたものなのである。
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